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当行の会社法第435条第2項の規定により作成した書類は、会社法第396条第1項によるEY新日本有限責任監査法人の監査を受けています。
また、当行の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につきましては、金融商品取引法第193条
の2第1項の規定に基づきEY新日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。次の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書は、上
記の財務諸表に基づいて作成しています。

■貸借対照表
（単位：百万円）

区分 第93期
（2022年3月31日）

第94期
（2023年3月31日）

資産の部

現金預け金 301,829 72,950
現金 33,793 35,558
預け金 268,035 37,392

買入金銭債権 2,164 2,333
金銭の信託 862 862
有価証券 670,424 704,512
国債 15,067 26,210
地方債 261,681 268,763
短期社債 9,999 4,999
社債 160,272 164,717
株式 31,777 32,731
その他の証券 191,624 207,089

貸出金 2,154,521 2,189,044
割引手形 3,776 4,174
手形貸付 71,771 71,477
証書貸付 1,874,986 1,891,933
当座貸越 203,987 221,459

外国為替 3,534 2,787
外国他店預け 3,021 2,433
買入外国為替 460 315
取立外国為替 51 38

その他資産 7,534 7,805
前払費用 73 54
未収収益 1,685 1,947
金融派生商品 1,277 1,188
その他の資産 4,498 4,614

有形固定資産 22,905 22,967
建物 5,121 5,294
土地 16,357 15,700
建設仮勘定 129 417
その他の有形固定資産 1,296 1,554

無形固定資産 974 898
ソフトウエア 759 620
その他の無形固定資産 214 277

前払年金費用 ― 1,335
繰延税金資産 2,960 7,462
支払承諾見返 9,233 9,083
貸倒引当金 △ 15,509 △15,361
資産の部合計 3,161,435 3,006,681

区分 第93期
（2022年3月31日）

第94期
（2023年3月31日）

負債の部

預金 2,792,455 2,783,541
当座預金 193,240 166,615
普通預金 1,781,734 1,854,041
貯蓄預金 4,733 5,306
通知預金 3,216 3,089
定期預金 763,842 731,214
その他の預金 45,689 23,273

譲渡性預金 8,711 8,597
コールマネー 5,874 ―
債券貸借取引受入担保金 48,363 65,692
借用金 147,352 117
借入金 147,352 117

外国為替 148 80
売渡外国為替 14 55
未払外国為替 133 24

その他負債 26,124 23,925
未払法人税等 1,190 320
未払費用 553 660
前受収益 1,026 1,079
金融派生商品 4,049 1,802
資産除去債務 259 260
その他の負債 19,045 19,802

賞与引当金 582 569
退職給付引当金 838 ―
睡眠預金払戻損失引当金 220 170
再評価に係る繰延税金負債 3,054 3,008
支払承諾 9,233 9,083
負債の部合計 3,042,959 2,894,784

純資産の部

資本金 16,062 16,062
資本剰余金 11,374 11,374
資本準備金 11,374 11,374

利益剰余金 81,233 85,607
利益準備金 14,926 14,926
その他利益剰余金 66,307 70,681
別途積立金 58,800 61,800
固定資産圧縮積立金 254 254
繰越利益剰余金 7,252 8,626

自己株式 △ 978 △ 929
株主資本合計 107,692 112,115
その他有価証券評価差額金 4,264 △ 6,751
土地再評価差額金 6,267 6,273
評価・換算差額等合計 10,532 △ 477
新株予約権 250 259
純資産の部合計 118,475 111,897
負債及び純資産の部合計 3,161,435 3,006,681
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■損益計算書
（単位：百万円）

区分
第93期

( 2021年4月2022年3月
1日から
31日まで )

第94期
( 2022年4月2023年3月

1日から
31日まで )

経常収益 36,021 39,784
資金運用収益 25,056 27,660
貸出金利息 18,712 19,260
有価証券利息配当金 5,796 7,910
コールローン利息 △ 0 ―
預け金利息 510 385
その他の受入利息 37 103
役務取引等収益 7,652 7,984
受入為替手数料 2,170 2,047
その他の役務収益 5,482 5,936
その他業務収益 1,118 917
外国為替売買益 57 ―
国債等債券売却益 433 361
金融派生商品収益 563 507
その他の業務収益 65 49
その他経常収益 2,192 3,222
株式等売却益 1,740 2,788
金銭の信託運用益 11 3
その他の経常収益 441 430

経常費用 29,378 32,657
資金調達費用 367 2,444
預金利息 286 576
譲渡性預金利息 4 3
コールマネー利息 △ 2 39
債券貸借取引支払利息 78 1,823
借用金利息 0 0
その他の支払利息 1 1
役務取引等費用 3,498 3,501
支払為替手数料 552 464
その他の役務費用 2,945 3,036

その他業務費用 1,808 5,500
外国為替売買損 ― 1,256
国債等債券売却損 1,731 4,133
国債等債券償却 76 110
営業経費 19,791 19,292
その他経常費用 3,911 1,918
貸倒引当金繰入額 3,375 730
株式等売却損 259 895
株式等償却 40 110
その他の経常費用 236 181

経常利益 6,643 7,127

区分
第93期

( 2021年4月2022年3月
1日から
31日まで )

第94期
( 2022年4月2023年3月

1日から
31日まで )

特別利益 43 587
固定資産処分益 43 147
退職給付制度改定益 ― 440

特別損失 330 283
固定資産処分損 101 154
減損損失 228 129

税引前当期純利益 6,356 7,430
法人税、住民税及び事業税 2,155 1,549
法人税等調整額 160 299
法人税等合計 2,316 1,849
当期純利益 4,040 5,581
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■株主資本等変動計算書
第93期（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 16,062 11,374 11,374 14,926 56,800 254 6,239 78,220
会計方針の変更による
累積的影響額 △ 7 △ 7

会計方針の変更を反映した
当期首残高 16,062 11,374 11,374 14,926 56,800 254 6,232 78,213

当期変動額
剰余金の配当 △ 1,174 △ 1,174
当期純利益 4,040 4,040
自己株式の取得
別途積立金の積立 2,000 △ 2,000 ―
土地再評価差額金の取崩 154 154
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 2,000 ― 1,020 3,020
当期末残高 16,062 11,374 11,374 14,926 58,800 254 7,252 81,233

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 969 104,688 17,062 6,422 23,484 206 128,379
会計方針の変更による
累積的影響額 △ 7 △ 7

会計方針の変更を反映した
当期首残高 △ 969 104,680 17,062 6,422 23,484 206 128,372

当期変動額
剰余金の配当 △ 1,174 △ 1,174
当期純利益 4,040 4,040
自己株式の取得 △ 9 △ 9 △ 9
別途積立金の積立 ― ―
土地再評価差額金の取崩 154 154
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 12,797 △ 154 △ 12,952 44 △ 12,907

当期変動額合計 △ 9 3,011 △ 12,797 △ 154 △ 12,952 44 △ 9,896
当期末残高 △ 978 107,692 4,264 6,267 10,532 250 118,475
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第94期（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 16,062 11,374 11,374 14,926 58,800 254 7,252 81,233
当期変動額
剰余金の配当 △ 1,174 △ 1,174
当期純利益 5,581 5,581
自己株式の取得
自己株式の処分 △ 26 △ 26
別途積立金の積立 3,000 △ 3,000 ―
土地再評価差額金の取崩 △ 6 △ 6
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 3,000 ― 1,373 4,373
当期末残高 16,062 11,374 11,374 14,926 61,800 254 8,626 85,607

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 978 107,692 4,264 6,267 10,532 250 118,475
当期変動額
剰余金の配当 △ 1,174 △ 1,174
当期純利益 5,581 5,581
自己株式の取得 △ 11 △ 11 △ 11
自己株式の処分 60 33 33
別途積立金の積立 ― ―
土地再評価差額金の取崩 △ 6 △ 6
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 11,016 6 △ 11,010 8 △ 11,001

当期変動額合計 49 4,423 △ 11,016 6 △ 11,010 8 △ 6,578
当期末残高 △ 929 112,115 △ 6,751 6,273 △ 477 259 111,897
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■注記事項（第94期）
（重要な会計方針）
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）により行っております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法によ
る償却原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原
価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平
均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均
法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に
より処理しております。
⑵ 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財
産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っており
ます。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産
有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得し

た建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物：３年～60年
その他：２年～20年

⑵ 無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用

のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基
づいて償却しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しており
ます。

６．引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり

計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金
の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員
会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正常先債権及び要注
意先債権（要管理債権、その他の要注意先債権）に相当する債権につ
いては、主として正常先債権及びその他の要注意先債権は今後１年間
の予想損失額、要管理先債権は今後３年間の予想損失額を見込んで計
上しており、予想損失額は、それぞれ１年間又は３年間の貸倒実績を
基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失
率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算出しておりま
す。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額（未
保全額）のうち必要と認める額を計上しております。具体的には、そ
の未保全額が一定額以上の破綻懸念先債権については、債務者の状況
を総合的に判断してキャッシュ・フローによる回収可能額を見積も
り、未保全額から当該キャッシュ・フローを控除した残額を貸倒引当
金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）により算出しており、そ
の他の破綻懸念先債権は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の
過去の一定期間における平均値を未保全額に乗じて算出しておりま
す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協

力の下に資産査定部署が資産査定を実施しております。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の影響を受けた経済活動は正常に戻りつ
つあります。一方、円安・物価高が継続しており、先行き不透明な状
況が続いております。主に当行グループの貸出金等の信用リスクに一
定の影響があると認識しておりますが、これによる与信費用の増加
は、政府や自治体の経済対策や金融機関による支援等もあり、多額に
はならないとの仮定を置いております。当該仮定には不確実性があ
り、新型コロナウイルス感染症の状況やその経済への影響が変化した
場合には、損失額が増減する可能性があります。
⑵ 賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお
ります。
⑶ 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上
しております。また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額
を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基
準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損
益処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（５年）による定額法により損益処理
数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数（５年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
損益処理

⑷ 睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する
損失を見積り必要と認める額を計上しております。

７．収益の計上方法
代理業務の返金可能性がある手数料に係る収益の計上基準
手数料受取時に売上高を計上する方法によっておりますが、返金可
能性がある手数料については、契約負債を計上しております。

８．ヘッジ会計の方法
⑴ 金利リスク・ヘッジ
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法
は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査
上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号
2022年３月17日。以下「業種別委員会実務指針第24号」という。）
に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法に
ついては、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸
出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を一定の（残存）期間毎に
グルーピングのうえ特定し評価しております。
なお、ヘッジ対象である貸出金のキャッシュ・フローの固定化を行
うために用いた金利スワップであり、繰延ヘッジ・特例処理を適用し
ております。このヘッジに「LIBORを参照とする金融商品に関する
ヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40号 2022年３月17日）
を適用しております。
⑵ 為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会
計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針
第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっておりま
す。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為
替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワッ
プ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等
に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す
ることによりヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッ
ジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定
し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負
債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適用
しております。
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９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
⑴ 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の
会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と
異なっております。
⑵ 消費税等の会計処理
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上
しております。

10．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計
処理の原則及び手続
投資信託（上場投資信託を除く。）の解約・償還に伴う差損益につい
ては、投資信託全体で集計し、期中収益分配金等含めた全体で益の場合
は「有価証券利息配当金」に計上し、損の場合は「その他業務費用」の
「国債等債券償還損」に計上しております。
当事業年度は、投資信託（上場投資信託を除く。）の期中収益分配金
が全体で益となるため、「有価証券利息配当金」に586百万円を計上し
ております。

（重要な会計上の見積り）
会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項

目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があ
るものは、次のとおりです。
貸倒引当金
１．当事業年度の財務諸表に計上した金額
貸倒引当金 15,361百万円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴ 算出方法
貸倒引当金の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上
の見積り）貸倒引当金」に記載しております。
⑵ 主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見
通し」及び「キャッシュ・フローの見積り」であります。「債務者区
分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲
得能力を個別に評価し、設定しております。また、「キャッシュ・フ
ロー控除法におけるキャッシュ・フローの見積り」は、各債務者の支
払能力を個別に評価し、設定しております。
⑶ 翌事業年度の財務諸表に与える影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化
した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な
影響を及ぼす可能性があります。

（会計方針の変更）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針
が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
なお、財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）
（退職給付制度の一部について確定拠出年金制度への移行）

当行は、2022年４月１日に確定給付企業年金制度の一部について確
定拠出年金制度へ移行したことにより、「退職給付制度間の移行等に関す
る会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 2016年12月16日）及び
「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第２号 2007年２月７日）を適用し、確定拠出年金制度への移
行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行いました。
これにより、当事業年度において、退職給付制度改定益440百万円を

特別利益に計上しております。

（貸借対照表関係）
１．関係会社の株式又は出資金の総額
株 式 7,485百万円
出資金 2,278百万円

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債
権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」
中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証
しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取
引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他
資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上され
るもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその
有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 10,514百万円
危険債権額 24,069百万円
三月以上延滞債権額 ―百万円
貸出条件緩和債権額 11,141百万円
合計額 45,725百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続
開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務
者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状
態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受
取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債
権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から
三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並
びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないもので
あります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として
処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替
は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有してお
りますが、その額面金額は次のとおりであります。

4,490百万円
４．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 94,619百万円
貸出金 32,698百万円

担保資産に対応する債務
預金 2,004百万円
債券貸借取引受入担保金 65,692百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保として、次のも
のを差し入れております。
有価証券 56,681百万円
貸出金 42,366百万円
その他の資産 668百万円
また、その他の資産には、保証金が含まれておりますが、その金額は
次のとおりであります。
保証金 1,107百万円

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について
違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりでありま
す。
融資未実行残高 601,290百万円
うち原契約期間が１年以内のもの 588,511百万円
（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである
ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フ
ローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金
融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が
実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで
きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年
毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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６．有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 3,322百万円
（当事業年度の圧縮記帳額） （―百万円）

７. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条
第３項）による社債に対する当行の保証債務の額

27,712百万円

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式等

（単位：百万円）
当事業年度

（2023年３月31日）
子会社株式 7,485
投資事業組合出資金 2,278
合計 9,764

（注）子会社株式及び関連会社株式等については、市場価格のない株式等
であります。

（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 4,339百万円
退職給付引当金 2,927百万円
減価償却費 579百万円
その他有価証券評価差額金 3,048百万円
その他 1,777百万円
繰延税金資産小計 12,673百万円
評価性引当額 △4,414百万円
繰延税金資産合計 8,258百万円
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △111百万円
退職給付信託設定益 △676百万円
その他 △8百万円
繰延税金負債合計 △795百万円
繰延税金資産（負債）の純額 7,462百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.9％
評価性引当額増加 △3.0％
住民税均等割等 0.5％
その他 △0.5％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.8％
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■主要な経営指標等の推移
（単位：百万円）

第90期
（2019年3月期）

第91期
（2020年3月期）

第92期
（2021年3月期）

第93期
（2022年3月期）

第94期
（2023年3月期）

経常収益 38,971 33,476 33,159 36,021 39,784

うち信託報酬 ― ― ― ― ―

経常利益 3,250 4,233 3,765 6,643 7,127

当期純利益 2,630 2,311 2,316 4,040 5,581
資本金
（発行済株式総数）

16,062
（17,135千株）

16,062
（17,135千株）

16,062
（17,135千株）

16,062
（17,135千株）

16,062
（17,135千株）

純資産額 124,979 118,791 128,379 118,475 111,897

総資産額 2,467,354 2,555,392 3,047,554 3,161,435 3,006,681

預金残高 2,290,853 2,377,904 2,704,160 2,792,455 2,783,541

貸出金残高 1,730,856 1,774,191 2,024,989 2,154,521 2,189,044

有価証券残高 470,826 528,229 609,365 670,424 704,512

1株当たり純資産額 7,452.41円 7,079.60円 7,638.03円 7,047.96円 6,648.86円
1株当たり配当額
（内1株当たり中間配当額）

70.00円
（35.00円）

70.00円
（35.00円）

70.00円
（35.00円）

70.00円
（35.00円）

70.00円
（35.00円）

1株当たり当期純利益 157.16円 138.02円 138.13円 240.84円 332.43円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 156.37円 137.15円 137.19円 238.82円 329.37円

配当性向 44.53％ 50.71％ 50.67％ 29.06％ 21.05％
従業員数
［外、平均臨時従業員数］

1,385人
［330］

1,319人
［306］

1,249人
［298］

1,212人
［288］

1,164人
［273］

信託財産額 ― ― ― ― ―

信託勘定貸出金残高 ― ― ― ― ―
信託勘定有価証券残高
（信託勘定電子記録移転有価証券
表示権利等残高を除く）

― ― ― ― ―

信託勘定暗号資産残高及び履行保証暗号資産残高 ― ― ― ― ―
信託勘定電子記録移転
有価証券表示権利等残高 ― ― ― ― ―

単体自己資本比率（国内基準） 8.15％ 8.03％ 8.11％ 8.01％ 7.68％

（注）1．第94期（2023年3月）中間配当についての取締役会決議は2022年11月10日に行いました。
2．単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内基準を採用しております。
3．従業員数は、就業人員数を表示しております。
4．平均臨時従業員数は、当行の所定労働時間に換算し算出しております。
5．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第93期（2022年３月）の期首から適用しており第93期（2022年３月）以降に係る主
要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

6．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載しております。



単
体
情
報

56

■資本金の推移

年月日 増資額 増資後資本金 摘要
1994年3月31日 37,002千円 10,480,132千円 転換社債の転換（1993年4月1日〜1994年3月31日）
1995年3月30日 239,584千円 10,719,717千円 転換社債の転換（1994年4月1日〜1995年3月30日）

1995年3月31日 5,342,454千円 16,062,171千円 有償 {株主割当（1：0.22）27,960千株 発行価格 370円
資本組入額 185円

失権株等公募 568千株 発行価格 598円
資本組入額 299円

■大株主一覧
（2023年3月31日現在）

氏名又は名称 所有株式数 発行済株式（自己株式を除く。）
の総数に対する所有株式数の割合

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,420千株 8.45％
明治安田生命保険相互会社 740 4.41
佐賀銀行行員持株会 717 4.27
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 537 3.20
株式会社十八親和銀行 522 3.11
株式会社肥後銀行 347 2.07
株式会社福岡銀行 307 1.83
日本生命保険相互会社 304 1.81
野田 政信 300 1.78
住友生命保険相互会社 281 1.67

計 5,479 32.63
（注）1．当行は、自己株式として345千株を所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

2．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。


